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あらまし 近年，情報の電子化の進展に伴い，正確で手軽な時刻の配信技術や時刻同期技術の実用化が進めら
れている．タイムビジネス認定制度では遠隔地の原子時計との時刻比較には GPS (Global Positioning System)

コモンビュー方式のみが定められているが，データの更新頻度は 1日に 1 回であるため原子時計の時刻変動に直
ちに対応することができない．これまで，高精度なハードウェア NTP (Network Time Protocol) 処理系と統計
的なデータ処理を行うことで遠隔地の原子時計とほぼリアルタイムで高精度な時刻比較を行う抽出データ法につ
いて報告した．抽出データ法を用いて長期間安定した原子時計の運用を行うためには，ネットワークの状態変化
に対応するための対策が必要である．そこで本論文では，ネットワークの状態の変化を解析し状態変化に対応す
るオフセット補正機能を開発した．更に抽出データ法にネットワークの状態変化に対応するオフセット補正機能
を追加することにより，遠隔地の原子時計を実用上問題なく長期間にわたって運用できることを示した．
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1. ま え が き

近年，情報の電子化が世界的な規模で飛躍的に進展

している．そして情報の電子化が進むにつれてセキュ

リティに対する意識も高まっており，電子署名やタイ

ムスタンプなどの技術に対する重要性も増大している．

これらを受けて総務省では平成 16 年 11 月に時刻配

信業務及び時刻認証業務を総称したいわゆるタイムビ

ジネスを対象に「タイムビジネスに係る指針」を策定

した [1]．この指針を踏まえてタイムビジネス認定制

度が開始され，書面の電子保存を可能とする e-文書法

（「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信

の技術の利用に関する法律」）においても認定された

タイムスタンプの付与が要件となっている．また特許

庁が公開している「先使用権制度ガイドライン（事例

集）」においてもタイムスタンプの有効性について公

証制度や郵便と同等の効果を認めている．

このように正確な時刻に対する需要は日に日に高
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まっており，日本のみならず欧米各国でも盛んにビジ

ネスへの利用が開始されている．

日本のタイムビジネス認定制度では，時刻配信局に

原子時計を設置することが義務づけられており，標準

時配信局から時刻配信局への時刻配信方法は GPS コ

モンビュー方式のみが定められている．GPS コモン

ビュー方式は世界的な時刻比較にも用いられている方

式 [2]であり，高精度な時刻比較が可能であるが，時刻

比較用の GPS 受信機が必要となることに加え，受信

アンテナの設置と精密な位置測定，並びにケーブルや

受信機内部の正確な遅延時間測定が必要であり，特に

データセンターなどにおける導入・設置が難しい．ま

た，標準時配信局からのデータ公表を受けてから時刻

比較を行うため，実時間で時刻比較を行うことが難し

い．現在のところ，標準時配信局の時刻比較用データ

の更新頻度は 1日に 1回であり，翌日にならないとそ

の日の時刻の正確さの監査ができない．このため，時

刻配信局の原子時計にトラブルが生じた場合，最悪で

は 1日分のタイムスタンプデータが無効となり，多大

な損失が生じるおそれがある．

これまで我々はソフトウェア処理系の揺らぎの影響を

受けない通過型高精度UDPタイムスタンパ [PUTS]を

開発し [3]，各種インターネット環境下において PUTS
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(a) Block diagram

(b) Location and placement

図 1 ネットワーク時刻比較システム
Fig. 1 Block diagram of Internet time-transfer system.

を用い片方向遅延時間測定について報告してきた [4]～

[6]．更に PUTSのファームウェアを改良しハードウェ

ア NTPボードとして動作させ [7]，クロストラヒック

等で変化するネットワーク環境下で抽出データ法を用

いることにより遠隔地の原子時計の時刻比較に利用で

きる高精度ネットワーク時刻比較システムについて報

告した [8]．この抽出データ法では，時刻比較データを

取得するための所要時間は 10 分程度であり，原子時

計のトラブルに早急に対応できる．

しかし，実際に抽出データ法を用いて長期間安定し

て原子時計の運用を行う場合，物理的に専用の回線を

敷設しない限り，回線の切換や通信機器の動作変動な

どのネットワークの状態が変化することを考慮する必

要がある．このようなネットワークの状態変化が生じ

た場合，パケットの片方向遅延時間が不連続に変化し，

かつ，多くの場合は経路方向により変化量が異なる．

これにより，時刻比較の値が大きく変化して正確さが

損なわれる．このことから，ネットワークの状態変化

に対応するための対策が必要である．そこで本論文で

は，ネットワークの状態変化に対し統計的な処理で準

リアルタイムに変動量を補正するオフセット補正機能

の付加を提案する．更に抽出データ法とオフセット補

正機能を組み合わせて 1年間ネットワーク時刻比較を

行った場合の結果とその適用方法について検討する．

2. ネットワーク時刻比較システム

今回，実運用について検討する上で一つの基準とな

るのが，タイムビジネス認定制度で採用されている

GPSコモンビュー方式である．GPSコモンビュー方

式は，正確なアンテナ位置登録やケーブル等の遅延時

間補正を行うことにより，時刻比較の正確さとして数

十 ns以下のオーダの正確さが実現できる．

これまで，筆者らはハードウェア NTPボードと抽

出データ法によるデータ処理を行うことにより GPS

コモンビュー方式と同程度の正確さを実現できるネッ

トワーク時刻比較システムを提案した [8]．抽出データ

法を用いたネットワーク時刻比較システムが GPS コ

モンビュー方式と同程度の正確さを実現するための条

件は以下のとおりである．

・両端にハードウェア NTPボードを設置

・全体が 1 Gbit/s以上の高速回線であること

・平均化時間内の全送受信パケットの片方向遅延時間

の標準偏差が 200 ns以下であること

物理的に上記の条件を満たすような専用回線を敷設

した場合，抽出データ法を用いることで GPS コモン

ビュー方式に匹敵する時刻比較システムが構築できる．

しかし，Vertial Private Network など仮想的な専用

回線やインターネットのように他のシステムと共用す

る回線の場合は，トラヒックや物理的な要因によって

通信経路の切換や通信機器における変動などのネット

ワークの状態が変化することを考慮する必要がある．

ネットワークの詳細な状態変化との比較を行うため，

図 1 に示すようなネットワーク時刻比較システムを

構成した．図 1 (a)の左側の原子時計が日本標準時の

もととなる UTC (NICT)，右側が比較対象のセシウ

ム (Cs) 原子時計である．この二つの時刻源はともに
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NICT内に設置されており，タイムインターバルカウ

ンタによって精密に時刻比較を行っている．また上側

が測定結果の比較対象となる GPS コモンビュー方式

を用いた時刻比較システムである．

ネットワーク時刻比較システムは図 1 (b)に示すよ

うに東京の小金井市に設置したパケット送・受信機から

約 25 km離れた東京都千代田区大手町まで 10Gbit/s

の共用回線で接続し，大手町で折り返して 10Gbit/s

の専用回線を利用して小金井市に設置した Stratum1

サーバに接続している．すなわち UTC (NICT)と比

較対象の Cs 原子時計は物理的には同じ敷地内に設置

してあるが，ネットワーク上は約 50 km離れた場所に

設置してあることになる．

今回の測定では，毎秒約 9回のパケット送受信を行

い，10分間で最大で 5,400パケットの往復データを取

得する．この取得したデータを CsからUTC (NICT)

へ向かう経路（以降 Forward pathという）及びUTC

(NICT)から Csへ向かう経路（以降 Backward path

という）それぞれに抽出データ法で処理して Forward

pathの片方向遅延時間データと Backward pathの片

方向遅延時間データを求め，NTP と同様にそれぞれ

の片方向遅延時間データの差分から時刻比較データを

取得する．以降の片方向遅延時間データ及び時刻比較

データはすべて 10 分間の平均化時間で取得したデー

タを用いる．

3. ネットワークの状態変化

3. 1 状態変化の分類

実際に抽出データ法を用いて 2006 年 7月 1日から

2007年 6月 30日までの 1年間時刻比較データを取得

した結果と図 1のタイムインターバルカウンタによっ

て精密に時刻差を計測した結果との時刻差を図 2に示

す．図 2において，縦軸の 0の値がタイムインターバ

ルカウンタによって測定された時刻差なので，プロッ

トされた値はネットワーク時刻比較システムによる時

刻比較誤差ということになる．

図 2で縦線で示している部分は時刻比較誤差の値が

不連続になっている部分である．時刻比較誤差の値が

不連続になっている部分はネットワークの状態変化に

よって片方向遅延時間データの不連続が生じている部

分である．また，図から大きく外れるため表示してい

ないが，2006年 11月後半の 1週間は大規模なネット

ワーク工事のため通信経路の迂回があり，約 70μsの

時刻比較誤差が生じた．

図 2 ネットワークの状態変化
Fig. 2 Comparison results between time-interval

counter and data-filtering data.

図 3 平均化時間内の全パケットの遅延時間の標準偏差
Fig. 3 Standard deviations of one-way delay data

within the sampling period.

測定期間中の平均化時間内の全送受信パケットの片

方向遅延時間の標準偏差は図 3 に示すように 500 ns

以下の部分が多い．なお図 3の縦線の部分は図 2の縦

線の時刻比較誤差の値が不連続になっている部分と対

応している．図 2から今回の測定時の時刻比較誤差の

計測データ幅は不連続部分を除き一定であまり大きく

ない．比較誤差の値の不連続がない部分を拡大した結

果が図 4である．図 4から時刻比較誤差の計測データ

幅は 10 ns程度であり，GPSコモンビュー方式の精度

とほぼ等しい．このことから不連続部分を補正するこ

とにより今回の時刻比較データの計測精度は GPS コ

モンビュー方式と同程度の精度が期待できる．ここで，

一部クロストラヒックの影響で 2,000 ns程度の値の期

間もある．

図 2の時刻比較誤差が変化している部分を詳細に検

討すると，ネットワークの状態変化には大きく 2種類
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図 4 時刻比較誤差の計測データ幅
Fig. 4 Deviation width of time-transfer errors.

あることが分かった．

一つは，通信経路の切換である．通信経路の切換の

例を図 5に示す．図 5では，2006年 7月 5日の 6時付

近で通信経路の切換が生じ，Forward pathでは 1.1 μs

程度片方向遅延時間が減少したのに対し，Backward

pathでは 700 ns程度の減少しか生じなかった．このた

め，図 5 (b)の時刻比較データではこの差分の 400 ns

程度のデータのオフセットが生じている．

通信経路の切換が生じた場合は，オフセット量は切

り換えた通信経路長差に依存し今回の測定結果でも数

ns から最大約 70 μs まで様々であるが，10 分間の平

均化時間から求めた片方向遅延時間データを用いてい

るため，図 5 のように瞬時的に切り換わる．ここで，

実際に通信経路が切り換わるときの 10 分間では，抽

出データ法の抽出対象となる Bell shape が 2 箇所で

きるため，平均化時間内の全送受信パケットの標準偏

差が一時的に大きくなる．図 3で遅延時間の標準偏差

が大きくなる部分は数多くあるが，図 2の縦線で示す

データが不連続な部分では必ず図 3の図 2に対応した

縦線で示す部分でどちらかの標準偏差が大きくなって

いることからも読み取ることができる．

また図 3から 2006年 7月 1日から 7月 6日までの

Backward pathでは，平均化時間内の全送受信パケッ

トの片方向遅延時間の標準偏差が約 2,000 nsもあった

が図 5に示すように片方向遅延時間データ及び時刻比

較データに劣化などの影響は見られない．

もうひとつはネットワークの通信機器で生じる変化

である．通信機器における変動の一例を図 6 に示す．

これは図 6 の 16 時付近の Backward path のように

トラヒック変動などの影響で短時間のみ片方向の遅延

(a) One-way delay

(b) Time transfer

図 5 通信経路の切換による変化
Fig. 5 Data of network-link changed.

時間が変化して急にもとの状態に戻るような変化をす

る場合が多い．このような場合のオフセット量はせい

ぜい数十 ns程度であるが，数時間にわたることもあ

る．片方向遅延時間データのみが一時的に変化するた

め，図 6 (b)のような一時的な時刻比較データの変化

が生じる．

3. 2 状態変化の推定

ネットワークの状態変化に適切に対応するためには，

状態変化を正確に推定する必要がある．Cs 原子時計

は短期安定度が 1× 10−13 以下と非常に高いため，短

時間であれば片方向遅延時間データを直線近似するこ

とができる．そこで，図 7に示す回帰分析のモデルを

用いて状態変化の推定を行う．

最初に値を推定する直前までの N 個の片方向遅延

時間データを用いて最小二乗法による回帰分析を行い，

回帰直線を求める．そして回帰直線を外挿して次の片

方向遅延時間データを推定した値 P を求め，実際に抽

出データ法で求めた片方向遅延時間データ R との推
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(a) One-way delay

(b) Time transfer

図 6 通信機器における変化
Fig. 6 Irregular data caused by network-equipments.

図 7 状態変化の推定
Fig. 7 Estimation of prediction error and data-offset.

定誤差 dを求める．この推定誤差 dが一定のしきい値

以上になった場合，ネットワークの状態が変化したと

推定する．

回帰分析の推定精度を高くするためには，dの残差

平方和が最小となる片方向遅延時間データ長 N を求

図 8 回帰分析データ長と平均残差平方和
Fig. 8 Relationship between regression length and

least mean square errors.

める必要がある．今回のネットワークにおける推定

用の片方向遅延時間データのデータ長と推定値の残

差平方和との関係を図 8 に示す．図 8 では，ネット

ワークの状態変化がない連続した Forward path及び

Backward pathの片方向遅延時間データ 1 か月分を

用いて 1 データずつ逐次移動しながら推定値と抽出

データ法で得られた値との残差平方和の平均値を求め

ている．

図 8から Forward pathではデータ長 2.5時間まで

はあまり変化がなくそれ以上になると徐々に値が大き

くなってくる．一方，Backward path ではデータ長

2.5 時間が最小で最適な長さである．この結果から，

残差平方和が大きい Backward pathの結果を基準と

して今回のネットワークでは回帰分析用に推定する片

方向遅延時間データの直前の 2.5 時間分すなわち 15

データを用いる．

通信回線の伝搬遅延特性を実測した周期変動特性 [9]

の例でも 103 秒以上で気温等外部要因による光ファイ

バ自身の変動が主体となってくるため 103～104 秒あ

たりの偏差が最も小さい．よって，今回のネットワー

クにおける 2.5時間分というデータ長はこの範囲内で

あるため妥当な長さといえる．

最後に状態変化の基準となるしきい値を設定する．

今回の回帰分析の際の推定誤差 d のデータは 1 か月

（31日）分で約 4,500 データあり，その分布形状はど

ちらの path においても正規分布している．そこで推

定誤差 dの標準偏差を σとすると，状態変化が生じて

いないケースでは回帰分析の相関係数 r が大きい場合

には統計的に dは ±4 σ 以内に存在する確率が極めて
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大きい．そこで状態変化の基準となるしきい値は ±4

σ と規定する．ただし相関係数 r が低い場合は推定値

の信頼性が低い．そこで誤動作を避けるためしきい値

を 1.5倍して ±6 σ とする．ここで回帰分析の相関係

数 rの高低の基準としては相関係数 r の 1%有意水準

の値を用いる．

これらの基準を今回のネットワークに適用すると，

回帰分析のデータ数が 15であるので自由度 13のとき

の相関係数 r の 1% 有意水準は 0.64 である．すなわ

ち以下のように状態変化のしきい値を定義する．

・しきい値：±4 σ 　 (r > 0.64)

・しきい値：±6 σ 　 (r ≤ 0.64)

また，相関係数が小さな場合には，特異的にしきい

値を超える場合がある．そこで状態が変化したと判断

するためには 2回連続でしきい値を超えた場合とする．

また，Forward path及びBackward pathの推定誤

差 dの標準偏差 σはそれぞれ 2.5 ns及び 4 nsである．

(a) Case of network-link changed

(b) Case caused by network-equipments

図 9 オフセットを補正した結果
Fig. 9 Data samples from adjusting data-offset.

3. 3 オフセット量の推定と補正

次にネットワークの状態変化を補正するためのオフ

セット量について検討する．定性的にはオフセット後

の 15個の片方向遅延時間データから回帰直線を求めそ

の差分を求めることが望ましい．しかし，短時間で推

定してデータを補正するために 2回連続してしきい値

を超えた場合，それぞれ測定誤差の平均値をオフセッ

ト量として片方向遅延時間データを補正することとす

る．これにより推定精度は低下するが，ネットワーク

の状態変化が生じた場合，遅くとも 20 分後には状態

変化の補正ができることとなる．

このオフセット補正方法を用いて図 5及び図 6の時

刻比較データを補正した結果が図 9 である．図 9 よ

りこの補正方法では，通信経路の切換と通信機器にお

ける変化の双方に有効であることが分かる．また，図

9 (a)の 2006 年 7 月 2日の 20 時付近及び図 9 (b)の

1時付近で○で示しているデータのような単発的な特

異データではオフセット補正を行っていない．これは，

オフセット量の補正には 2回連続してしきい値を超え

る必要があるが，図 9の○で示してあるデータは単発

のデータだからである．図 9 からこの単発的な特異

データの前後は連続しているため，このオフセット量

の補正を行わなかったことは適切である．

4. オフセット補正機能の適用

オフセット補正機能を図 2 の時刻比較データ全体

に適用した結果が図 10 である．図 10 は図 2 と同様

に抽出データ法で求めた時刻比較データにオフセット

補正を行った結果と，タイムインターバルカウンタと

図 10 オフセット補正の効果（時刻比較誤差）
Fig. 10 Results of adjusting data-offset. (Time-

transfer error)
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の時刻比較誤差である．また図 10 では，GPS コモ

ンビュー法における時刻比較誤差も併せて表示してい

る．図 10において，2006年 8月半ばから 12月までは

GPS受信機の故障のため，GPSコモンビュー法にお

ける時刻比較誤差のデータが欠落している．また 2007

年 2月半ばにはタイムインターバルカウンタの故障の

ため，ネットワーク時刻比較，GPSコモンビュー法そ

れぞれの時刻比較誤差のデータが欠落している．

図 2 と図 10 の結果を比較すると，今回のオフセッ

ト補正機能はネットワークの状態変化に有効に動作す

ることが分かる．また，その時刻比較誤差も ±10 ns

にほとんど収まっていて GPS コモンビュー法とほぼ

同等であるといえる．また今回のオフセット補正方法

は直前の 15 データと直後の 2データのみに依存する

ため，基本的に前回のオフセット量との相関はない．

ただし図 10 の結果からも分かるようにしきい値以

下のオフセットには動作しない．また 11 月や 4 月に

見られるように時間をかけて時刻比較データがドリフ

トした場合も動作しない．これは，原子時計に不具合

が生じた場合は，このような位相/周波数のドリフト

が生じるため，このような現象を補正してしまうと原

子時計の不具合が検知できないため，本システムの仕

様である．また本システムはオフセット補正機能によ

り通信回線の切換にも対応しているため，突然のネッ

トワーク障害等に伴うバックアップ回線への切換時に

も有効に動作して時刻比較を継続できる．このように

オフセット補正機能を備えることにより，準リアルタ

イムで GPS コモンビュー方式と同程度の正確さを有

して長期間にわたって原子時計の時刻比較ができるこ

とは実運用の面で大きな利点である．

また図 3，図 5 (a)，図 9 (a)及び図 10の結果と参考

文献 [8]の結果から，抽出データ法を用いたネットワー

ク時刻比較システムが GPS コモンビュー方式と同程

度の正確さを実現するための条件のうち平均化時間内

の全送受信パケットの片方向遅延時間の標準偏差につ

いて 2 μs以下の値まで拡張できることが分かった．

最後に実際に遠隔地の Cs原子時計のネットワーク

時刻比較にオフセット補正機能を追加した結果を図 11

に示す．図 11 の原子時計は東京都千代田区大手町に

設置してある Cs原子時計で，平均化時間内の全送受

信パケットの片方向遅延時間の標準偏差が 40 ns以下

の場合が多い通信回線を使用している．

このネットワークでは，抽出データ法の結果から回

帰分析に必要なデータ長 N は直前の 9 データであっ

図 11 オフセット補正の効果（東京・大手町 Cs）
Fig. 11 Results of adjusting data-offset. (Cs at Ote-

machi,Tokyo)

た．また Forward path及びBackward pathの推定誤

差 dの標準偏差 σはそれぞれ 1.2 ns及び 1.25 nsなの

で 4 σは 4.8 ns及び 5.0 nsになる．しかしハードウェ

ア NTP ボードの時間分解能が 8 ns なのでここでは

Forward path 及び Backward path とも 4 σ = 8ns

を使用する．更に自由度 7のときの相関係数 r の 1%

有意水準である 0.80を用いてオフセット補正を行った．

図 11 のシステムではタイムインターバルカウンタ

を使用できないため時刻比較データそのものの比較で

ある．図 11 の結果から，平均化時間内の全送受信パ

ケットの片方向遅延時間の標準偏差が 40 ns以下の通

信回線では準リアルタイムで GPS コモンビュー方式

以上の精度を取得できる．この結果から専用回線など

平均化時間内の全送受信パケットの片方向遅延時間の

標準偏差を小さくできる場合は GPS コモンビュー方

式以上の精度が期待できる．

5. む す び

本論文では準リアルタイムで高精度なネットワーク

時刻比較を行うことができる抽出データ法に，ネット

ワークの状態変化に対応するためのオフセット補正機

能を追加することで長期間にわたり高精度なネット

ワーク時刻比較が可能であることを示した．

ここでオフセット補正機能を有し，抽出データ法を

用いたネットワーク時刻比較システムが GPS コモン

ビュー方式と同程度以上の正確さを実現するための条

件は以下のとおりである．

・両端にハードウェア NTPボードを設置

・全体が 1 Gbit/s以上の高速回線であること
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・平均化時間内の全送受信パケットの片方向遅延時間

の標準偏差が 2 μs以下であること

今回提案したネットワーク時刻比較システムでは測

定後 10 分で時刻比較データが算出できるため，リア

ルタイムに近い形で時刻比較が可能となり，これまで

の GPS コモンビュー方式よりもきめ細かな時刻同期

システムを構築することが可能となる．ただし高精度

な計測結果を得るためにはあらかじめ原子時計の初期

値を正しく合わせてあることが前提である．なお，オ

フセット補正機能では，通信回線の切換に対応してい

るため，突然ネットワーク障害が生じた場合であって

もバックアップ回線に切り換えることで時刻比較を継

続できる．

今回のオフセット補正機能の追加により抽出データ

法を用いたネットワーク時刻比較システムはタイムビ

ジネスなどの利用では十分実用に耐えるシステムと

なった．現在のところ，タイムビジネス認定制度では

GPS コモンビュー方式のみが定められているが，本

システムを併用することにより，時刻配信局の原子時

計にトラブルが生じた場合に準リアルタイムで異常を

検出できるため，ビジネス上のリスクを最小限に抑え

ることが可能となる．
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